






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（d）Ａ＆Ｐ社の生産子会社Acco (Atlantic Commission Company）は，Ａ＆Ｐ
社に必要以土のものを仕入れ，次いでそれらのうち低級品や余剰品を販売
仲介者として競争業者に販売し，これによって市場を支配している。
　リンドレー判事は，食品取引における利潤マージンは小さく，「不公正
　　　　　　　　　　　　　　－115（84）－
な利益」または「不法な要因」は決定的な影響力を持ち，その「不法な要
因」とはＡｃｃｏ問題であったとして，特にこの問題に強い関心を示し，次
のように述べていた4o）。
　　　「Ａｃｃｏは，1926年にＡ＆Ｐ社のために生鮮食料品を購入する子会社として設立
　された。当初から，本社の全面的認可の下で, A&P社の購人代理店として，また
　供給業者の販売代理店として行動した。最終的に，同社はＡ＆Ｐ社のために現金
　で購入し，正規の販売条件でブローカーとして他社に販売した。数年にわたるこ
　の実践が悪い評判となり，その矛盾した地位が暴露された。すなわち，同社は
　Ａ＆Ｐ社の資産のために他社から手数料を徴収し，そうした地位やその実践が，
　Ａ＆Ｐ社の商品仕入と競争者のそれとの間に極度の差別を作った。 Ａｃｃｏは，
　Ａ＆Ｐ社に最高級の商品，外部の購入者には二流品を供給したので, A&P社は価
　格の差別のみならず品質の格差も手に入れた。ＡｃｃｏがＡ＆Ｐ社よりも他の消費
　者のために扱う量が多いほど, A&P社の子会社の収益は多くなることは明らか
　であり，それは不可避的にＡ＆Ｐ社のコストを下げ，年次収益を増加させた。こ
　のことは次いで，他の小売業者との競争においてＡ＆Ｐ社の地位を有利に導き，
　最終的にはＡ＆Ｐ社に帰することになるＡｃｃｏの手数料やその他の収益に間接的
　に貢献することになる。私には，競争の制約は，高価格で販売する販売代理店お
　よびＡ＆Ｐ社のためにできる限り安く仕入れる購買代理店として, Accoが持っ
　ているこうした非協調的で不合理な機能によるものと思われる。これは明らかに
　競争の違法な制限であり, AccoはＡ＆Ｐ社の片腕であり，その利益のすべては
　Ａ＆Ｐ社の俗用に貢献することになった。」
　これに対してＡ＆Ｐ社では, Accoが巨大な企業であることは認めたが，
それが独占状態をつくりだしているという点に関しては強く否定した。ま
たＡ＆Ｐ社への納入価格と他業者への販売価格の差別については，もし他
業者が同社の生鮮食料品の価格が高く，品質が悪いものならば，実際に購
入する者はいないだろうと反論した。またＡ＆Ｐ社への納入価格が安いの
は，卸売業者としての機能を考えたものであるが，こうした差別価格は現
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在は停止している，と述べた。　しかしこの二重価格制は，ロビンソン・
パットマン法に抵触するものであり，Ａ＆Ｐ社としては一番きびしい指摘
であったことは事実であった。
　十分な審理の後，1949年２月，リンドレー判事はＡ＆Ｐ社に有罪の判決
を下し, 175,000ドルの罰金を命じた。この時同判事は「１億3,000万人に
及ぶアメリカ国民の大多数の人々に食料品を販売・流通し，１ドルにつき
1.5セントという低い利益で，他の食料品チェーンを圧倒する売土高を有
するＡ＆Ｐ社は，その流通機能の偉大さという意味でアメリカの誇りとす
るに足るものであろう。また，政府が同社を告発した論点についていえ
ば，その多くは的をはずれたものであったと考えられる。　しかし，たとえ
ばＡｃｃｏの事例にみられたごとき行為は，Ａ＆Ｐ社の不正な商取引の一例
として，強く追及されねばならない。生産から販売までを統合する同社の
巨大な組織は，その内部に，かかる不正を行う原因を有しているものとみ
なさざるをえない。」と述べていた。これに対しＡ＆Ｐ社でも, Accoにお
ける差別価格が違法であることを認め，同社の機能を変更し, A&P店の
ために買付けることに制限した。また罰金に関しては，最高裁への土告も
考えたが，罰金取止めの審理には７年かかるため，支払うことに同意した。
こうして，デーンビル訴訟事件での告訴は終局し，85歳のジョージと77歳
のジョンのハートフォード兄弟は，政府からの訴訟なしで事業の継続を希
望したが，実際にはモうならなかったのである41）。
　（2）Ａ＆Ｐ社解体のための民事訴訟（1949年９月－1954年２月）
　デーンビル刑事訴訟が解決して７ヵ月しかたたぬ1949年９月15日に，法
務長官Ｊ．ハワード・マックグラス(J. Howard. Macgrass)は，Ａ＆Ｐ社に対
して製造業と小売業を分割し，かつ小売部門を７社に分割すること，さら
に，その仕入機関のＡｃｃｏを廃止し，Ａ＆Ｐ社を解体することを要求して，
本社所在地のニューョーク市の裁判所に，シャーマン反トラスト法違反の
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民事訴訟を起こした。これは，独立小売販売業者の団体である「全米食料
品小売販売業協会」が，同年のＡ＆Ｐ社の敗北に勢を得て政府に強力なプ
レッシャーをかけたためであったが，しかも今後は，Ａ＆Ｐ社はその全組
織の解体を要求されたのであり，社会の耳目を集めたのも当然であった。
この訴訟の中で提示された違反は，彼らが刑事訴訟の中で有罪とされた活
動と「実質的に同一である」というものであった。
　この最大の危機にさいして, A&P社のジョンとジョージは，10年前の
チェイン・ストア税に対したのと同様に，宣伝・広告を使用してのパブリ
シティ活動を展開し，政府の要求がいかに不当なものであるかを周知させ
ることにつとめた。たとえば，全米2,000の新聞紙上と全店舗の店頭に連
続記事を掲載して，「当社が全米の食料品販売で占めるシェアは，1933年
の11.6％から1948年の6.4%に低下していること」，「10年前と比較すると
個人食料店は約３万店，食品チェイン・ストアは約275店存在すること」
を指摘し，また「同社の低価格政策は，顧客，農民や供給業者，11万人の
従業員，労働組合の指導者からも支持されていること」，さらに「ギャラッ
プの世論調査によっても，２対１の割合で，当社を支持する者の多いこ
と」などを，繰返し宣伝した。このパブリシティ活動は大きな効果を収
め，消費者，農民，労働者，知識層，あるいは同業のチェイン・ストア業
者からも，多数の陳情書がワシントンに殺到した42）。
　以下に示すのは, A&P社のパブリシティ活動のうち，1949年９月30日
のボストン・デイリー・リコードに掲載された全面新聞広告であり，少し
長いがここで紹介しておくことにする43）。
　彼らは何故Ａ＆Ｐ社を事業から追放しようとするのか。
　　その答えは，彼らが裁判所に提訴した公式の告訴状の中に見出すことができる。
　彼らとは, A&P社を解体しようとしているワシントンの反トラスト局の役人た
　ちのことである。彼らのきまり文句は，「われわれは常に競争的な小売業者のこ
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とを考えているjというものであった。
われわれが有罪だとする非難に対して
　われわれはこれまで90年にわたって，常に消費者に対してより良い製品を安く
供給するために事業の効率をはかってきた。
　アメリカの人々はこれを是認している。彼らは90年にわたって，この低価格政
策を支持してくれている。
　人々はなんの不満も持っていない。その証拠に，反トラスト局が告訴してから
１週間以内に，Ａ＆Ｐ社の追放に反対する多くの人々から電話や手紙が殺到して
いる。
　多くの顧客が，店長や店員たちに良質で低価格の事業を続げるようにと求めて
いる。
　農民や他の供給業者が，効率的な販路の確保を要求している。
　われわれ11万人の従業員が，仕事と年金の保障を求めている。
　労働組合の指導者は，労働者の生活水準の低下に反対している。
　これらすべての人々が被害を被るのに，反トラスト局の役人はなぜＡ＆Ｐ社を
追放しようとするのか。
低価格はだれも傷つけない
　反トラスト局の役人は，われわれが他の店より安く食料品を販売するので，彼
らがわれわれと競争できないという。
　これが事実とするなら，われわれは全米のすべての食料品を販売することにな
る。
　しかし，事実はこれに反する。1933年の全国食品事業におけるわが社のシェア
は11.6％であっが，1948年には，6.4％に低下している。われわれは独占などして
いないのだ。
　また，10年前にくらべると，現在は約３万店以上の個人食品店，および275以土
の食品チェーン店がある。
　いいかえると，食品事業における競争は増大し，われわれの全国食品事業に占
めるシェアは低下しているのである。
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　　他の食品店の破滅はどこにみられるのか。
　　彼らがわれわれと競争できないという証拠はあるか。
　あなたは高価格を望みますか。
　　Ａ＆Ｐ社追放の唯－の目的は，食料品の価格を引上げることにあるのは周知の
　事実だ。だれがこの恩恵を受けるのか。
　　われわれは，低価格・低利潤の方式を考え出した最初の店である。この競争に
　よって他の食品店の価格も下がった。
　　Ａ＆Ｐ社が消えると，食品価格は土がることになる。
　　Ａ＆Ｐ社が消えると，他の効率的な大規模配給業者が消滅することになる。
　　アメリカの人々は，それを望んでいるのか。
　　それは，公共の利益となるのか。
　こうしたなかで，1953年，民主党のハリー・Ｓ・トルーマン政権にか
わって共和党のドワイト・Ｄ・アイゼンハヮーが大続領に就任し，その結
果，司法省のトルーマン派の幹部も更迭されることになった。新しく司法
省の幹部となった人々は，前任者たちと違って, A&P社をそれほど敵視
することはなかったため，事態はＡ＆Ｐ社にしだいに好転するようになっ
た。こうして1954年１月19日に，刑事訴訟が開始されてから11年後，そし
て民事訴訟から４年後に，同意審決が最高裁と会社の間に締結されて事件
は解決することになった。それによってＡ＆Ｐ社の仕入業務に若干の不利
益が生じたが，これ以外において，同意審決は被告にとって全面的な勝利
であった。Ａ＆Ｐ本社はなんら解体されることなくそのまま存続し，会社
の地位は，訴訟以前ほど良好ではなかったが，刑事訴訟の終末時より良く
なった。
　1954年１月に，ニューヨーク南部地区の地方裁判所とニューヨーク
Ａ＆Ｐ本社との間に締結された同意審決の主たる内容は，以下のとおりで
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（ａ）Ａｃｃｏは解散を命じられた。Ａ＆Ｐ社では，これにかわって，生鮮食料
品の買付けと生産のために，新たに一部門を設置したが，同時に，小売販
売している地域で，同社の自社製品および加工品以外の一切の食料品を，
同業他社のために仕入たり，あるいは代理人やブローカーとして販売する
ことは禁じられた。
（b）Ａ＆Ｐ社は，「供給業者に対して´（１）ブローカーの使用を制限したり，
（2）過剰取引を要求したり，（3）食品を配達する店舗に外部取引の価格を引土
げること等を定期的に指令すること」を禁じられた。但し，Ａ＆Ｐ社は「そ
れが一般的なものである限り，製品の販売や価格について供給業者に忠告
すること」は引続き認められた。
（ｃ）仕入規定のすべてではないがかなりのものが禁止された。Ａ＆Ｐ社は，
大量仕入に基づくあらゆる形態の年間割引を享受できなくなり，取引形態
の公正が求められた。　したがって，Ａ＆Ｐ社に対するロビンソン・パット
マン法の差別条項は若干強化されることになったのである。
（d）Ａ＆Ｐ社の仕入業務とは異なり，製造と販売方針は同意審決によって
まったく手がつけられなかった。取引のために製造された食品の販売は認
められたが，その販売は「被告に販売される価格より高くなく，販売条件
も同等であること」が要求された。かくして同意審決は，価格固定の共謀
として機能したといえる。
　販売政策について付言すれば，コスト・プラス方式によるアメリカの伝
統的かつオーソドックスな価格設定が踏襲された。Ａ＆Ｐ社は，「食品ない
し生鮮食品の小売，販売，流通において競争を破壊ないし削減する意図
で，ある地域で赤字業務の結果となる」ように算定された総利益を割当て
ることを禁じられた。つまり，地方裁判所の訴訟事件概要書の300ページ
を占めた「価格戦争」の中で，「赤字店舗」（“red-inkstores”）とか「計画さ
れた損失」（“plannedlosses”）とか「競争者を削減する」（“eliminatecom-
petitors”）といった表現は，裁判所によって厳しくチェックされた。同意審
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決の基準によって，いずれの地区における損失も計画されず発生せず，ま
た競争を破壊したり削減することも禁止されたのである。
　つまり, MIT教授のＭ・Ａ・エーデルマンの見解によれば，同意審決
は，「Ａ＆Ｐ社の全面的な勝利であった。同社の販売方針と製造の続合はほ
とんど手がつけられなかった。　しかし，同社の仕入業務については１点だ
け，といってもかなり重要な制約が加えられた。すなわちＡ＆Ｐ社もジョ
バーの連合も，生鮮食品の大量仕入れ，大量販売の経済性から生ずる成果
を享受できなくなったのである。これは，競争の明らかな制限であり，社
会的な浪費であった。」ということである45）。
　こうして，1930年代にはじまって第２次大戦中の1940年代，さらに大戦
後の1950年代にまでかけて争われたＡ＆Ｐ社の独占禁止法に対する闘い
は，数百万ドルに及ぶ法廷闘争費用以外に，ジョージとジョンのハート
フォード兄弟をはじめとする同社の経営幹部にとっていちじるしい心労の
種となったものであった。1954年の政府との妥協で，こうした心労から解
放されたとはいうものの，この事件の間にうけた社会的非難・批判にこた
えるために，この期間およびその後の同社の経営方針やマーチャンダイジ
ングがいちじるしく保守的となったことも，またやもうえなかったと思わ
れる。Ａ＆Ｐ社が戦後の1950年代，さらには1960年代以降，同業の他の食品
チェイン・ストアの発展に比して，きわめて保守的な政策をとり，はなは
だしい立遅れを示すようになった原因の１つとして，この長期にわたる法
律土の係争問題があったと考えてもけして誤りではないと思われる46）。
　　5.結　　語
　以土，われわれはこれまで，リョンとジョージのハートフォード兄弟の
経営の下で, A&P社が巨大な統合された食品小売企業として成功し失敗
した経緯について明らかにしてきた。同社は，1930年に売土高が10億ドル
となり，店舗数はその年がピークで15,700店となった。ジョン・ハート
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フォードは家父長的経営者で，従業員組合に反対したが，彼はまた長期労
働者の首切りにも反対した。 1930年代のＡ＆Ｐ社は，特に２つの危機に直
面した。第１は，会社を害し破壊する議会に提出された一連の法案と州規
制で，これは，ハートフォード兄弟がＰＲ活動を信頼せず，あまり広告し
なかった事実によって一層激しいものとなった。かくして会社の公共イ
メージが急速に悪化し始め，1930年代末になって，ジョンは会社のイメー
ジを改善するためにパブリシティ活動を積極的に展開した。他の主要な挑
戦は，低価格を武器とするスーパーマーケットの発展であった。 1937年に
ジョンは衰退しつつあった店舗をスーパーマーケットに切替え，1951年に
小規模店舗は4,700店のみとした。その後に展開されたＡ＆Ｐ社に対する
反政府関係の最後は1954年で，その時までに会社は反トラスト法違反で２
度も告訴され，ハートフォード兄弟とＡ＆Ｐ社の重役は，罰金を支払った
り同意審決でそれらを解決した。また否定的なイメージを解消するため，
Ａ＆Ｐ社は1937年に「ウーマンズ・デー」（“Women's Ｄａy”）という小冊子を
刊行した。これは，それまで無料配付の印刷物であった「献立表」を婦人
向けのサービス雑誌に転換したもので，創刊号は32ページであったが，次
第に増ページして200ページ以土のものとし，２セントから７セントの安
い値段で販売した。この雑誌の特徴は，予約購読を受け付けず，また一般
の書店やニュース・スタンドでも販売せず，ただＡ＆Ｐ社の店頭のみで販
売されただけであったが，その発行部数は400万部近くにもなり，アメリ
カの全雑誌の10位以内に入る売行きを示すようになったが，1958年に
Fawcett Publications社に売却された47）。
　第２次大戦以後のＡ＆Ｐ社は，大体において停滞と衰退の連続であっ
た。1950年代，チェイン・ストアのＡ＆Ｐ社は，スーパーマーヶットで発
展した２つのアイデアを採用するのにゆっくりであった。　１つは，非食品
を販売するスペースの利用，他は取引スタンプの利用である。 1960年代半
ばにＡ＆Ｐ社は世界最大の食品販売会社となり，1965年の売土高は50億ド
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ルを越えていた。 4,625の店舗，その80％がスーパーマーケットで，１日
600万人以土の顧客を集めた。それはまた，全米最大の食品加工工場をも
ち，28のパン製造工場，９つのコーヒーエ場，４つのサーモン缶詰工場，
９つのミルクエ場，その他多数の工場を持っていた。 1969年のライバル会
社セーフウェイは，Ａ＆Ｐ社の売土の半分以下であった48）。
　しかし，Ａ＆Ｐ社の店は1970年代に急速にその基盤を失い始める。ク
ローガー，アメリカン・ストアーズ，ラッキー，ジュウエル，そしてウィ
ン・ディクシーなどがマーヶット・シェアを激しく奪い合い，西部最大の
チェイン・ストアであるセーフウェイが，全米食品小売企業の第一位に急
速に近付きつつあった。Ａ＆Ｐ社の店は小規模で，質実剛健だが店舗改装
は不十分で，ライバル会社が郊外に新しい大店舗を建設する代りに，主に
製造設備に投資した。 １９７１年にＡ＆Ｐ社は，ＷＥＯ（“Where Economy
Originates.”「経済はどこから始まるか」）として知られる低価格のみを強調し
たキャンペーンをやったが，それは失敗だった。そして遂に1973年，セー
フウェイは売土高でＡ＆Ｐ社を抜いた。その後のＡ＆Ｐ社のキャンペーン
は効果がなく，会社は赤字となり，店舗は1974－1975年に3,500店から
　図表13　アメリカ巨大食品チェイン・ストアにおける総利益率の推移（192０一１9７0年）
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1,800店となったが，年配労働者の解雇は組合との契約でできなかった。
1978年にＡ＆Ｐ社は食品小売ランクの３位となり，１年後の1979年，同社
はドイツの巨大スーパーマーケットTenglemanに買収された49)。
　図表13は，1920－1970年におけるアメリカ巨大食品チェイン・ストアの
総利益率の時代的な趨勢を示している。これによって，1930年代初頭から
第２次大戦にかけての小売部門の低効率性，とりわけＡ＆Ｐ社の衰退傾向
が顕著である。また第２次大戦後の総利益の増加のほとんどは，労働生産
性の改善，競争激化に伴う広告宣伝の効果，より高価な店舗建設によるも
　　　　　　　　　　　　　　－105(94)－
図表14　全米食品チェイン・ストア上位16社の売土高，
　　　　店舗数，１店舗当りの売上高（1973年）
のであった。図表14は，1973年における全米食品企業上位16位（チェイン・
ストア15社，コンビュエンス・ストア１社）の売土高，店舗数，１店舗当りの
売土高を示したものであるが，全米食品売上に占めるチェイン店のシェア
は55％，土位15社のシェアは，1967年の27％に対して36.6％となったこと
が明らかである。上位15社の集中増加は，上位４社以外の企業の急速な成
長によるもので，この６年間の土位４社の売土伸張率は業界平均以下で
あったが，最も急速な成長を示したのはラッキー社（11位から５位に土昇）
であり，スーパーマーケット・ジェネラル社は1967年には15位以内にも
入っていなかった5o）。
　これに対してＡ＆Ｐ社は，アメリカ食品小売販売に占める市場シェア
が，1954年における業界１位の11.3％から1973年には業界２位の6.7%,
さらに1984年には業界７位の４％にまで転落し，これは，競争を削減する
目的で赤字店舗の運営をＡ＆Ｐ社に禁止し，またＡ＆Ｐ社が卸売業務やフ
ランチャイジー配送に従事することを禁じた1954年の同意審決に起因して
いたことは否定できない。マーヶット・シェアを大きく失ったＡ＆Ｐ社
が，価格・品質・サービスの３者のバランスをはかりつつ，対政府との関
係を今後いかに改善していくのか，大いに注目されるところである51）。
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